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1. 施設経営法人 

（1）法人名        社会福祉法人滋賀同仁会 

（2）法人所在地      滋賀県大津市石山千町 276-1 

（3）電話番号       077-531-1105 

   ＦＡＸ番号          077-531-1107 

（4）代表者氏名      理事長 結城 慶一 

（5）設立年月日      昭和 27 年 5 月 17 日 

 

2. 事業所の概要 

（1）建物の概要      鉄筋コンクリート鋼板葺 3 階建 

（2）建物の延べ床面積   4,941.33 ㎡ 

（3）施設の周辺環境    京滋バイパス石山 IC を降りて車で 5 分、周囲を山   

と川に囲まれた自然豊かな場所 

 

3. 事業所の説明 

（1）施設の種類      指定介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

（2）事業所番号      大津市指定番号 2570100640 

（3）施設の名称      特別養護老人ホーム千寿の郷 

（4）施設の所在地     滋賀県大津市石山千町 276-1 

（5）交通機関       JR 東海道本線（琵琶湖線）石山駅で下車後、京阪バ      

ス 53 番系統南郷二丁目東行きに乗車、千寿の郷バス

停下車。又は、石山駅で京阪バス 52 番系統新浜行き

及び 53 番系統南郷二丁目東行き乗車、中千町バス停

下車、徒歩 15 分。 

（6）電話番号       077-531-1105 

   ＦＡＸ番号      077-531-1107 

（7）施設長氏名       八田 和也 

（8）基本理念 

① ご利用者に対する尊厳の気持ちを忘れず、ともに手を取り合って生活を支

援します。 

② 居心地の良い場所づくりとご利用者の思いに寄り添うケアに努めます。 

③ ご利用者が人生の最後を豊かに生きていただくための生活の場を提供しま

す。 

（9）事業運営方針 

① 施設は施設サービス計画書に基づき、可能な限り在宅における生活への復

帰を念頭に置いて、入浴・排泄・食事の介護、相談及び助言、社会活動上の
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便宜の供与、その他の日常生活上の支援、機能訓練、健康管理及び療養上

の介護を行うことにより、ご利用者がその有する能力に応じた日常生活を

営むことができることを目指します。 

② 施設はご利用者の意思及び人格を尊重し、常にご利用者の立場で、指定介

護福祉サービスの提供に努める。 

③ 施設は明るく家庭的な雰囲気を有し、地域や家庭との結びつきを重視した

運営を行い、市町村等保険者、居宅介護支援事業所、居宅サービス事業者、

他の介護保険施設、その他保健医療サービス又は、福祉サービスを提供す

る者との密接な連携に努める。 

④ 非常災害等の発生の際、その事業を継続できるよう、他の社会福祉施設と

連携し協力することができる体制を構築します。 

⑤ 入所者の人権の擁護、虐待の防止等のため必要な体制整備を行うとともに、

職員に対し研修の機会を確保します。 

⑥ 所長その他職員は暴力団員ではなく、又、事業運営について暴力団員の支

配を受けません。 

（10）開設年月日     平成 14 年 1 月 10 日 

（11）営業日及び営業時間 

受  付  時  間 年中無休 8 時 45 分～17 時 30 分 

サービス提供時間帯 年中無休（随時） 

※上記時間帯以外でも、電話対応は可能です。但し、電話対応職員が必ずしもお問

い合わせの内容について、希望される対応が可能とは限りませんのでご了承くださ        

い。 

（12）併設する実施事業 

事業の種類 指 定 年 月 日 指 定 番 号 利用定員 

通  所  介  護 平成 14 年 1 月 10 日 2570100640 30 名 

短期入所生活介護 平成 14 年 1 月 10 日 2570100640 12 名 

居 宅 介 護 支 援 平成 14 年 1 月 10 日 2570100640 休止中 

 

4. 施設利用対象者 

（1）当施設へ入所できる方は原則として、介護保険制度における要介護認定の結果

が要介護３以上の方が対象となります。尚、入所時に要介護３以上の認定を受

けておられたご利用者であっても、将来、要介護３以上の認定でなくなった場

合には退所していただくこととなります（但し、特例入所の要件に該当した場

合はこの限りではありません）。 

 

（2）入所及び利用契約の締結前に、感染症等に関する健康診断書の提出をお願いす
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ることになります。ご利用者及び契約者等はご協力くださいますようお願いし

ます。 

 

5. 施設サービス計画書 

（1）ご利用者に対する具体的なサービス内容やサービス提供方針については、入所

後作成する施設サービス計画書（ケアプラン）で定めます。 

（2）施設サービス計画書は当施設の介護支援専門員が原案を作成し、ご利用者及び

契約者に対して説明し同意を得たうえで決定します。 

（3）施設サービス計画書は 3 か月に１回若しくは、必要に応じて変更された場合は

ご利用者及び契約者に対して書面を交付し、その内容を理解していただけるよ

う努めます。 

 

6. 居室等の概要 

〇居室 

居 室 の 種 類 室 数 面 積 

1 人部屋 18 室 274.61 ㎡ 

2 人部屋 3 室 99.28 ㎡ 

4 人部屋 19 室 893.76 ㎡ 

 

〇主な設備 

設 備 の 種 類 室 数 特 色 

食堂・機能訓練室 4 室 2・3 階に 2 か所ずつ 

一 般 浴 室 2 室 2・3 階に 1 か所ずつ 

医 務 室 ２室 2・3 階に 1 か所ずつ 

静 養 室 1 室 2 階 

談話コーナー 2 か所 2・3 階に 1 か所ずつ 

（1）居室の変更について、ご利用者の心身の状況により居室を変更する場合があり

ます。その際はご利用者及び契約者等と協議のうえ、決定するものとします。 

（2）入院中の居室利用について、短期入所生活介護の居室として利用させていただ

く場合があります。その際は事前にご連絡させていただきます。実際に利用し

た日数分は居室利用料金をいただきません。 

 

7. 職員の配置状況 

当施設ではご利用者に対して各種サービスを提供する職員として、以下の職種の職

員を配置しています。 
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〇主な職員の配置 

職 種 常 勤 非常勤 合 計 

1.施設長 1 名   1 名 

2.生活相談員 3 名   3 名 

3.介護支援専門員 2 名   2 名 

4.介護職員 37 名 2 名 39 名 

5.看護職員 3 名 ３名   6 名 

6.管理栄養士 2 名  2 名 

7.機能訓練指導員 １名  １名 

8.医師（嘱託）  2 名 2 名 

※職員の配置については、指定基準を遵守しています。又、人数は併設の短期入所生活

介護と合算となります。 

 

〇主な職種の勤務体制 

職 種 勤務体系 勤務時間 

1.施設長 日勤 8 時 45 分～17 時 30 分 

2.生活相談員 日勤 8 時 45 分～17 時 30 分 

3.介護支援専門員 日勤 8 時 45 分～17 時 30 分 

 

 

4.介護職員 

早出Ａ 

早出Ｂ 

日勤 

遅出Ａ 

遅出Ｂ 

夜勤 

7 時 00 分～15 時 45 分 

8 時 00 分～16 時 45 分 

8 時 45 分～17 時 30 分 

10 時 15 分～19 時 00 分 

11 時 15 分～20 時 00 分 

17 時 15 分～翌 10 時 15 分 

5.看護職員 
日勤 

遅出 

8 時 45 分～17 時 30 分 

9 時 15 分～18 時 00 分 

6.管理栄養士 日勤 8 時 45 分～17 時 30 分 

7.機能訓練指導員 日勤 8 時 45 分～17 時 30 分 

8.医 師 
内科医 

精神科医 

毎週火・木曜日 14 時 00 分～17 時 00 分 

第 2・4 水曜日 14 時 00 分～15 時 30 分 

 

〇配置職員の職種 

1.施設長 
職員の管理、業務の実施状況の把握その他の管理を一元

的に行うとともに、職員に施設の諸規定を遵守させ、必

要な指揮命令を行う。 
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2.生活相談員 
ご利用者の日常生活の相談に応じ、適宜、生活支援を行

います。 

3.介護支援専門員 
ご利用者に係る施設サービス計画書（ケアプラン）を作

成します。 

 

4.介護職員 

ご利用者の日常生活上の介護並びに健康保持のための

相談・助言等を行います。3 名のご利用者に対して 1 名

の介護職員（看護職員を含む）を配置しています。 

5.看護職員 

主にご利用者の健康管理や療養上のケアを行いますが、

日常生活の介護等も行います。24 時間緊急時の連絡体

制を整備しています（夜間、ご利用者の急変時における

電話対応及び状態確認等実施）。 

6.管理栄養士 
ご利用者の身体の状況及び嗜好を考慮し、食事を提供し

ます。又、ご利用者毎の栄養マネジメントを実施します。 

7.機能訓練指導員 
ご利用者の機能回復、機能維持に必要な訓練や職員への

指導を行っています。 

 

8.医 師 

ご利用者の診察及び保健衛生の管理指導を行っていま

す。内科医師と精神科医師、2 名の嘱託医師を配置して

います。 

 

8. 当施設が提供するサービスと利用料金 

当施設では、ご利用者に対して以下のサービスを提供します。 

（1）介護保険の給付の対象となるサービス（利用料金が介護保険から給付される場合） 

以下のサービスについては、利用料金の通常 7～9 割が介護保険から給付されま

す。 

サービスの種類 内   容 

食 事 

食事時間 

朝食 7 時 30 分～・昼食 12 時 00 分～・夕食 17 時 30 分～ 

食事場所 

できる限り離床して食堂でお取りいただきます。食べられない物

やアレルギーがある方は入所のための面接時にも確認しました

が、その都度お申し出ください。 

排 泄 
排泄誘導・排泄介助を行い、使用する下着（リハビリパンツや紙

オムツ、パット等）はご利用者の状況に合わせて援助します。 

入浴（清拭） 
入浴又は清拭は 1 人週 2 回行います。入浴日に入浴できなかっ

た方については、清拭と着替えの援助を行います。 

更 衣 朝夕の着替えの援助をします。 
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整 容 身の回りの援助をします。 

シーツ交換 
シーツ交換は 2 週間に 1 回実施します。但し、汚れた場合は適宜

交換します。 

洗 濯 必要に応じて衣類の洗濯を行います。 

健康管理 嘱託医師、看護職員が健康管理に努めます。 

機能訓練 
機能訓練指導員又は機能訓練指導員から指導を受けた職員が状

況に合わせて日常動作内で機能訓練を実施します。 

生活相談 ご利用者とその家族からの相談に応じます。 

 

その他の介護保険の給付に係る加算 

加   算 加算条件 

日常生活継続支援加算 新規入所者のうち、要介護 4 又は 5 の占める割

合が 70％以上、かつ介護福祉士を一定数以上配

置している場合 

精神科医師療養指導加算 精神科を担当する医師により、療養指導が月 2 回

以上行われている場合 

個別機能訓練加算（Ⅰ） 機能訓練指導員により、機能訓練を行った場合 

個別機能訓練加算（Ⅱ） 個別機能訓練加算（Ⅰ）を算定している入所者に

ついて、個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生

労働省に提出している場合 

夜勤職員配置加算（Ⅰ）ロ 夜勤帯に介護職員又は看護職員の数が、最低基準

を 1 名以上上回っている場合 

看護体制加算（Ⅰ）ロ 常勤の看護師を１名以上配置している場合 

看護体制加算（Ⅱ）ロ 看護職員を 4 名以上配置(常勤換算)しており、24

時間のオンコール体制をとっている場合 

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 介護職員の賃金の改善等を実施している場合 

※職員の配置状況等により、（Ⅰ）～（Ⅲ）のい

ずれか算定 

介護職員処遇改善加算（Ⅱ） 

介護職員処遇改善加算（Ⅲ） 

介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 介護の経験や技能のある職員に対し、更なる処遇

改善を行う場合 ※職員の配置状況等により

（Ⅰ）～（Ⅱ）のいずれか算定 
介護職員等特定処遇改善加算（Ⅱ） 

介護職員等ベースアップ等支援加

算 

令和４年 10 月以降に介護職員処遇改善加算及び

介護職員等特定処遇改善加算とは別に賃金の改

善を実施した場合 

科学的介護推進体制加算 入所者毎のＡＤＬ値、栄養状態、口腔機能、認知
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症の状況、その他心身の情報を厚生労働省に提出

していること 

 

褥瘡マネジメント加算 褥瘡発生を予防するため、褥瘡の発生と関連の強

い項目について、定期的な評価を実施し、その結

果に基づき、計画的に管理した場合 

初期加算 ご利用者が新規入所及び１月以上入院後再び入

所した場合、30 日間加算 

入院・外泊時費用 ご利用者が入院及び外泊の場合、6 日を限度とし

て加算。但し、入院・外泊の初日及び末日の負担

はありません。 

口腔衛生管理加算 歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が入所者に

対し、口腔ケアについて、介護職員へ助言及び指

導を行い、口腔に関する相談等に必要に応じ対応

し、口腔ケアを月 2 回以上行った場合 

経口移行加算 経管により食事を摂取するご利用者が経口摂取

を進めるために、医師の指示に基づく栄養管理を

行う場合（180 日を限度） 

経口維持加算（Ⅰ） 経口により食事を摂取する入居者であって、摂食

機能障害を有し、誤嚥えんが認められる入居者に

対し、医師の指示に基づく栄養管理を行う場合 

経口維持加算（Ⅱ） 経口維持加算(Ⅰ)を算定したうえで、入所者の経

口による継続的な食事の摂取を支援するための

食事の観察及び会議等に、医師等が加わった場合 

療養食加算 医師の指示に基づく療養食を提供した場合 

看取り介護加算 看取り介護の体制を整備し、施設内及び病院等で

死亡した場合 

認知症行動・心理症状緊急対応加

算 

認知症の行動・心理症状が認められ、在宅生活困

難と医師が判断し、緊急に入所を受け入れた場合 

若年性認知症入所者受け入れ加算 若年性認知症の入所者を受け入れた場合 

再入所時栄養連携加算 入所者が医療機関に入院し、施設入所時とは、大

きく異なる栄養管理が必要となった場合につい

て、介護保険施設の管理栄養士と連携して、栄養

管理の調整を行った場合 

退所前後訪問相談援助加算 入所期間が 1 月を超える入所者が、退所後、居宅

サービスを利用する場合、介護支援専門員、生活
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相談員、機能訓練士等が退所後の居宅を訪問し、

本人及び家族等に対して、相談援助を行った場合 

退所前連携加算 退所前に入所者が利用を希望する居宅介護支援

事業者の介護支援専門員と居宅サービスや地域

密着型サービス利用に関する必要な情報（診療状

況を示す文書を含む。）の調整を行った場合 

退所時相談援助加算 入所者及び家族に対して退所後の居宅サービス

等を利用するときに、生活や機能訓練等、家の改

修の相談援助を行った場合 

退所から 2 週間以内に、居住地である市町村及

び居宅介護支援センター又は地域包括支援セン

ターに対して文書で情報提供した場合 

配置医師緊急時対応加算 入所者に対する注意事項や病状等についての情

報共有、曜日や時間帯ごとの医師との連絡方法な

どの具体的な取り決めを施設と医師との間で行

い、２４時間対応できる体制が確保されており、

配置医師の勤務時間外に診療を行った場合 

ＡＤＬ維持等加算 評価対象者全員について評価対象利用期間の初

月と、当該月の翌月から起算して 6 月目にＡＤ

Ｌを評価し、その評価に基づくＡＤＬ値を厚生労

働省に提出している場合であり、ＡＤＬ利得（一

定の基準に基づき算出した値）の平均値が 1 以

上である場合 

栄養マネジメント強化加算 管理栄養士を常勤換算で 2 名以上配置し、低栄

養状態のおそれのある入所者に対して、医師、歯

科医師、管理栄養士、看護師、介護支援専門員等

が共同して栄養ケア計画を作成し、食事の観察を

定期的に行い、食事の調整等を実施した場合であ

って、低栄養状態のおそれの低い入所者以外にも

問題がある場合は早期に対応した場合 

さらに、入所者ごとの栄養状態等の情報を厚生労

働省に提出している場合 

排せつ支援加算 入所者ごとに要介護状態の軽減の見込みについ

て看護師が入所時に評価し、6 月に 1 回以上評価

するとともに評価結果等の情報を厚生労働省に

提出した場合で、排せつ支援の実施に当たって当
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該情報その他排せつ支援の適切かつ有効な実施

情報を活用した場合 

退所時情報提供加算 介護老人福祉施設の入居者が医療機関へ退所した

際、生活支援上の留意点等の情報提供を行った場合 

協力医療機関連携加算  入所者等の病状が急変した場合等において、医師又

は看護職員が相談対応を行う体制を常時確保して

おり診療の求めがあった場合において、診療を行う

体制を常時確保していることに加え、入院を要する

と認められた入所者等の入院を原則として受け入

れる体制を確保している場合 

退所時栄養情報連携加算 管理栄養士が退所先の医療機関等に対して入居者

の栄養管理に関する情報を提供した場合 

生産性向上推進体制加算（Ⅱ） 利用者の安全並びに介護サービスの質の確保及び

職員の負担軽減に資する方策を検討するための委

員会の開催や必要な安全対策を講じた上で見守り

機器等のテクノロジーを導入し、生産性向上ガイド

ラインに基づいた業務改善を継続している場合 

生産性向上推進体制加算（Ⅰ） （Ⅱ）の要件を満たした上で、（Ⅱ）のデータによ

り、業務改善の取組による成果が確認された場合 

認知症チームケア推進加算（Ⅰ） 専門的な研修を修了した者等を配置し、対象者に対

し個別に認知症の行動・心理症状の評価を計画的に

行い、予防的にカンファレンスの開催、計画の作成、

定期的な評価、ケアの振り返り、計画の見直し等を

実施している場合 

認知症チームケア推進加算（Ⅱ） （Ⅰ）の要件を満たした上で、認知症介護に係る専

門的な研修を修了している者を１名以上配置し、か

つ、複数人の介護職員からなる認知症の行動・心理

症状に対応するチームを組んでいること 

安全対策体制加算 外部の研修を受けた担当者を配置し、施設内に安全

対策部門を設置したうえで、組織的に安全対策を実

施する体制が整備されている場合 

 

サービス利用料金 

 利用料金は厚生労働大臣が定める基準（告示上の報酬額）により、ご利用者の要介護

度に応じたサービス利用料金から介護保険給付額（7～9 割）を除いた金額（別紙料金

表に定める）をお支払いください。 
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（2）介護保険の給付対象とならないサービス 

以下のサービスは、利用料金の全額がご利用者又は契約者の負担となります。 

 

①食事の提供に要する費用 

ご利用者に提供する食事の材料費及び調理費にかかる費用です。実費相当額の範

囲内にて負担していただきます。但し、介護保険負担限度額認定証の発行を受け

ている方につきましては、その認定証に記載された食費の金額（1 日当たり）の負

担となります。また、入院等により食事をキャンセルされる場合はその期間に応

じてキャンセル料をいただきます。 

②居住に要する費用 

この施設及び設備を利用し滞在されるにあたり、光熱水費相当額及び室料を負担

いただきます。但し、介護保険負担限度額認定証の発行を受けている方について

は、その認定証に記載された居住費の金額（1 日当たり）の負担となります。※外

出・外泊・入院等で居室を空けておく場合は、第 1～3 段階の方は、6 日までは負

担限度額認定の適用が受けられますが、7 日目からは別途料金が発生します。 

③ おやつの提供に要する費用 100 円／日 

④ 特別な食事に要する費用 

ご利用者及び契約者の希望により、通常の食事とは別に提供させていただいた場

合にかかる費用（実費）をご負担いただきます。 

 

〇上記に該当しないサービス 

サービスの種別 内   容 自己負担額 

医療機関受診等 医療機関受診料及び予防接種

料等 

実費 

理容・美容サービス 理美容師の出張によるサービ

スを利用した場合 

1,900 円（その他実費） 

日用品の購入代行 衣類・靴・歯ブラシ等、日用品

の購入の代行をします。 

※入所中のオムツ代は介護保

険給付対象となっていますの

で、ご負担いただく必要はあ

りません。 

実費 

教養娯楽費 レクリエーションや行事を行

う場合があります。 

（主な外出イベント） 

花見・紅葉狩り 

実費の必要な場合があり

ます。 

※事前に料金が発生する

と把握した場合は、連絡さ
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（主な施設内行事） 

節分・ひな祭り・端午の節句・

七夕・納涼祭・作品展・クリス

マス会・誕生会等 

せていただきます。 

外出における費用 ご利用者及び契約者の希望により、施設車両を使用して個

人的に外出する場合、ガソリン代及び高速道路料金をご負

担いただきます。又、職員が同行した場合にかかる諸費用

（入場料・チケット代・食事代等）についてもご負担いた

だく場合があります。 

※対応できない場合があります。 

契約者、ご家族等の宿泊 ご希望により宿泊することが

可能な場合があります。宿泊

料金（簡易ベッド等の貸し出

し費用）、並びに食事代をご負

担いただきます。 

※尚、対応できない場合があ

ります。 

宿泊料：1,000 円 

 

食費朝食：200 円 

  昼食：360 円 

  夕食：360 円 

支払基金管理サービス 支払基金の出納管理 毎月 1,000 円 

※支払いが発生した月の

み 

複写物の交付 サービスの提供に関する諸記

録等の複写 

白黒 1 枚：10 円 

カラー1 枚：100 円 

※両面の場合は 2 倍 

電気代 電気器具(テレビ・電気毛布・

充電器等)を利用した場合 

1 台：月額 600 円 

（利用期間のみ） 

引き落とし手数料 利用料を口座引き落としした

場合 

ひと月につき 150 円 

介護保険が適用されな

い場合 

ご利用者が契約終了後も居室を明け渡すことができない場

合等に、本来の契約終了日の翌日から現実に居室が明け渡

される日までの期間にかかる経費（１日当たりの食費、居

住費も含む）は厚生労働大臣が定める所定の料金体系の 10

割料金に基づいてお支払いいただきます。 

（3）利用料金のお支払い方法 

前記（1）（2）の料金・費用は、1 か月毎に計算し、翌月の 20 日までにご請求いた

します。当月末日までに原則①の方法でお支払いください。（1 か月に満たない期

間のサービスに関する利用料金は、利用日数に基づいて日割り計算した金額とし
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ます）。尚、①によるお支払いが難しい方に限り、②の方法によりお支払いくださ

い。また、①及び②の支払方法により支払いが困難な場合には相談に応じます。 

① 滋賀銀行、関西みらい銀行、ゆうちょ銀行、県信用組合、近畿労働金庫、県内

農業協同組合並びに信用金庫口座からの自動引き落とし（振替）。尚、翌月 27

日金融機関が休業日の場合は翌営業日 

② 下記口座へのお振込み（振込名義人は、ご利用者本人のお名前でお願いします。） 

滋賀銀行 南郷支店 普通預金 388093 

社会福祉法人 滋賀同仁会 

            ※振込手数料はご負担願います。 

 

 

（4）サービス利用中の医療提供について 

医療を必要とする場合はご利用者及び契約者の希望により、下記の協力医療機関

において診療や入院治療を受けることができます（但し、下記医療機関での優先

的な診療及び入院治療を保証するものではありません。又、下記医療機関での診

療及び入院治療を義務付けるものではありません。）。 

〇協力医療機関 

医療機関の名称 独立行政法人市立大津市民病院 

所在地／電話番号 滋賀県大津市本宮二丁目 9 番 9 号／ 077-522-4607 

 

 

診 療 科 

総合内科、腎臓内科、糖尿病・内分泌内科、血液内科、消化器

内科、循環器内科、呼吸器外科、呼吸器内科、脳神経内科、精

神・心療内科、小児科、外科・消化器外科、乳腺外科、整形外

科、脳神経外科、心臓血管外科、リハビリテーション科、産婦

人科、眼科、耳鼻咽喉科、泌尿器科、皮膚科、形成外科、歯科

口腔外科、放射線科、感染症科、麻酔科、救急診療科、病理診

断科、緩和ケア科 

 

医療機関の名称 社会医療法人淡海医療センター 

所在地／電話番号 滋賀県草津市矢橋町 1660 番地／ 077-563-8866 

 

 

 

 

診 療 科 

消化器外科・腹膜播種センター、肥満症外科治療センター、総

合内科・総合診療科、消化器内科、心臓血管外科、循環器内科、

下肢動静脈治療センター、産婦人科、周産期センター、脳神経

外科、頭頸部甲状腺外科センター・耳鼻咽喉科、脳神経内科（神

経内科）、整形外科、呼吸器疾患センター・呼吸器内科、呼吸器

外科、糖尿病センター・糖尿病内分泌内科、腎臓内科、免疫内

科、血液内科、小児科、甲状腺内科、緩和ケア内科、ステント
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グラフトセンター、放射線診療センター、乳腺外科、皮膚科、

形成外科、泌尿器科、眼科、心療内科、麻酔科、ＩＣＵセンタ

ー、歯科・口腔外科、救急科、がん診療センター、病理診断科 

 

医療機関の名称 独立行政法人地域医療機能推進機構滋賀病院 

所在地／電話番号 滋賀県大津市富士見台 16 番 1 号／ 077-537-3101 

 

 

診 療 科 

総合診療科、呼吸器科、循環器内科、消化器内科・血液内科、

腎臓内科、糖尿病内科、脳神経内科、脳神経外科、外科、心臓

血管外科、乳腺外科、整形外科、形成外科、小児科、皮膚科、

泌尿器科、産婦人科、眼科、耳鼻咽喉科・頭頸部外科、麻酔科、

放射線科、救急科、歯科・歯科口腔外科 

 

9. サービス利用を中止する場合（契約終了について） 

当施設との契約では、契約が終了する期間は契約締結の日からご利用者の要介護認定

有効期間満了日までとします。但し、契約期間満了日以前に、ご利用者が要介護状態

区分の変更の認定を受け、要介護認定有効期間の満了日が変更された場合には、変更

後の要介護認定期間の満了日をもって契約期間の満了日とします。したがって、以下

のような事由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、仮にこの

ような事項に該当するに至った場合には、当施設との契約は終了し、ご利用者に退所

していただくことになります。 

 

① ご利用者が死亡した場合 

② 要介護認定により、ご利用者の心身の状況が自立若しくは要支援となった場合、

又は、要介護 1 若しくは 2 で特例入所に該当しないと判断された場合 

③ 事業者が解散命令を受けた場合、破産した場合又はやむを得ない事由により施

設を閉鎖した場合 

④ 施設の滅失や重大な棄損により、サービスの提供が不可能になった場合 

⑤ 施設が介護保険法に基づく指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑥ ご利用者及び契約者から退所の申し出があった場合（詳細は以下を参照） 

⑦ ご利用者が介護老人保健施設に入所した場合又は介護療養型医療施設等に入

院された場合 

⑧ ご利用者がその他の施設へ移転又は家庭へ帰宅した場合 

⑨ 事業者から退所の申し出を行った場合（詳細は以下を参照ください） 

 

（1）ご利用者及び契約者からの解約・契約解除の申し出 

契約の有効期間内であっても、ご利用者及び契約者から当施設に退所を申し出る



15 

 

ことができます。その場合、退所を希望する日の 2 週間以上の予告期間を置いて

書面で届け出てください。但し、以下の場合には即時に契約を解約・解除し、施

設を退所することができます。 

① 介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合 

② ご利用者が入院された場合 

③ 事業者若しくはサービス従事者が正当な理由なく、契約に定める介護老人    

福祉施設サービスを実施しない場合 

④ 事業者若しくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合 

⑤ 事業者若しくはサービス従事者が故意又は過失により、ご利用者の生命・

身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他契約を継続しが

たい重大な事情が認められる場合 

⑥ ご利用者の生命・身体・財物・信用等を他のご利用者が傷つけた場合、若し

くは傷つける具体的な恐れがある場合において、事業者が適切な対応を取

らない場合 

 

（2）事業者からの契約解除の申し出 

① ご利用者及び契約者が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項

について故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果、契約を継

続しがたい重大な事情を生じさせた場合 

② 契約者によるサービス利用料金の支払いが、2 か月以上遅延し、相当期間を

定めた催促にもかかわらず、これが支払われない場合 

③ ご利用者及び契約者が故意又は重大な過失により、事業者又はサービス従事

者若しくは他のご利用者の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい

不信行為を行うことなどによって、契約を継続しがたい重大な事情が生じた

場合 

④ ご利用者の行動が他のご利用者やサービス従事者の生命・身体・健康に重大

な影響を及ぼす恐れがあり、あるいはご利用者が重大な自傷行為を繰り返す

など、契約を継続しがたい重大な事情が生じた場合 

⑤ ご利用者が病院又は診療所に入院し、明らかに 1 か月以内に退院できる見込

みがない場合、又は入院後 1 か月経過しても退院できないことが明らかにな

った場合、ご利用者が介護老人保健施設に入所した場合、若しくは介護療養

型医療施設等に入院した場合 

⑥ ご利用者の心身の状況及び病状により、当施設での適切な介護及び医療行為

が難しいと判断された場合 

⑦ ご利用者及び契約者から、事業者及びサービス従事者又は他のご利用者、他

の契約者並びにご家族、関係者に対して、恫喝や脅迫行為等が見られた場合 
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（3）契約の終了に伴う援助 

ご利用者が当施設を退所する場合は、ご利用者及び契約者の希望により、事業者

はご利用者の心身の状況、置かれている環境を勘案し、円滑な退所のために必要

な以下の援助をご利用者及び契約者に対して速やかに行います。事業者からの解

除による退所の場合にも、協力を行います。 

・適切な病院若しくは診療所又は介護老人福祉施設等の紹介 

・居宅介護支援事業者の紹介 

・その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

 

10．身元引受人 

（1）契約締結にあたり、身元引受人をお願いすることになります。しかしながらご利

用者において、社会通念上、身元引受人を立てることができないと考えられる事

情がある場合には、入所契約締結にあたって身元引受人の必要はありません。 

（2）身元引受人にはこれまで最も身近にいて、ご利用者の支援をされてきたご家族や

親族に就任していただくのが望ましいと考えておりますが、必ずしもこれらの方

に限る趣旨ではありません。 

（3）身元引受人は、ご利用者の利用料金等の経済的な債務については、契約者と連帯

してその債務の履行義務を負うことになります。（極度額：300 万円） 

（4）ご利用者が入所中に死亡した場合、又はご利用者が死亡されていない場合でも、

入所契約が終了した後、当施設に残されたご利用者の残置物を契約者自身が引き

取れない場合には、契約者又は身元引受人及び成年後見人にこれを引き取ってい

ただく場合があります。これらの引き取り等の処理にかかる費用については、契

約者又は身元引受人及び成年後見人にご負担いただくことになります。 

（5）身元引受人が死亡又は破産宣告等を受けた場合には、事業者は新たな身元引受人

を立てていただくために、契約者に協力をお願いする場合があります。 

（6）何らかの理由で身元引受人を変更する場合は、新たに身元引受人となられる方と

契約者に、再度重要事項説明書及び契約書に署名していただきます。 

 

11．苦情の受付について 

（1）当施設における苦情の受付 

当施設における苦情やご相談は、以下の専用窓口で受け付けます。 

 

 

苦情受付窓口（担当者） 

生活相談員 熊澤 勇人 

西原 多都子 

      野澤 昌彦 

      堀尾 明子 
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苦情解決責任者 施設長   八田 和也 

 

 

 

（2）行政機関その他苦情受付機関 

大津市健康保険部介護保険課 所在地  大津市御陵町 3 番 1 号 

電話番号 077-528-2753 

滋賀県国民健康保険団体連合会 

（介護保険苦情相談） 

所在地  大津市中央四丁目 5 番 9 号 

電話番号 077-510-6605 

 

12．提供するサービスの第三者評価の実施状況について 

実施の有無 無 

実施した直近の年月日 － 

実施した評価機関の名称 － 

評価結果の開示状況 － 

 

13．事故発生時の対応について 

 事業者はご利用者に対する施設サービスの提供中に事故が発生した場合は、速やかに

契約者及び身元引受人並びに市町村へ連絡を行うとともに、届け出や損害賠償手続き

等の必要な措置を講じるものとします。又事業者は事故の状況及び内容や事故に際し

て行った手続き等を記録し、再発防止に努めるものとします。 

 

 

14．サービス提供における事業者の義務 

 当施設はご利用者に対してサービスを提供するに当たって、次のことを守ります。 

① ご利用者の生命、身体、財産の安全に配慮します。 

② ご利用者の体調、健康状態から判断して、必要な場合には医師又は看護職員と連

携し、ご利用者から聴取・確認のうえでサービスを実施します。 

③ 非常災害に関する具体的計画を策定するとともに、ご利用者に対して定期的な避

難、救出その他必要な訓練を行います。 

④ ご利用者が受けている要介護認定の有効期間の満了日の 30 日前までに、要介護

認定の更新の申請のために必要な援助を行います。 

⑤ ご利用者に提供したサービスについて、記録を作成し 2 年間保管するとともに、

ご利用者及び契約者の請求に応じて閲覧させ、複写物を交付します。 

⑥ 事業者及びサービス従事者は、サービスを提供するにあたって知り得たご利用者

及び契約者等に関する事項を正当な理由なく、第三者に漏洩しません（守秘義務）。
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但し、ご利用者に医療上の必要がある場合には、医療機関等にご利用者の心身等

の情報を提供します。又、ご利用者の円滑な退所に伴い、情報提供を必要とする

場合には、ご利用者及び契約者等の同意を得て行います。 

 

15．施設利用の留意事項 

 当施設のご利用にあたって、施設に入所されているご利用者の共同生活の場としての

快適性・安全性を確保するため、下記の事項をお守りください。 

（1）面会 

面会時間 9 時 30 分～17 時 00 分まで 

インフルエンザやノロウイルス等の感染症の流行時期には、面会制限させていた

だく場合があります。尚、面会の際には、事務所にて面会票に記名をしていただき

ます。 

（2）外出・外泊 

外泊期間は 7 日以内とし、外出、外泊される場合は 3 日前までにお申し出いただ

き、外出・外泊届のご記入をお願いします。葬儀への参加等緊急やむを得ない場合

には、当日になっても構いません。尚、インフルエンザやノロウイルス等の感染症

が発生しやすい時期はお断りする場合があります。 

（3）食事 

食事が不要な場合は前日までにお申し出ください。前日までにお申し出があった

場合には、前記 8 項（2）①に定める食費が減免されます。 

（4）居室等使用上の注意 

① 居室及び共有施設、敷地はその本来の用途に従ってご利用ください。 

② 故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにも関わらず、施設や設備を壊

したり汚した場合には、ご利用者及び契約者等の自己負担により現状に復して

いただくか、又は相当の代価をお支払いいただく場合があります。 

③ ご利用者に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上、必要があると認め

られる場合には、ご利用者の居室に立ち入り、必要な措置を講じることができ

るものとします。 

④ 当施設の職員や他のご利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、

営利活動等を行うことはできません。 

（5）喫煙 

施設及び敷地内は喫煙できません。 

 

16．損害賠償について 

 当施設において、事業者の責任によりご利用者及び契約者等に生じた損害については、

事業者は速やかにその損害を賠償します（損害保険加入済み）。但し、その損害の発
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生について、ご利用者に故意又は過失が認められる場合には、ご利用者の置かれた心

身の状況を斟酌して相当と認められる場合には、事業者の損害賠償責任を減じる場合

があります。 

 

17．ご利用者及び契約者等の個人情報の取り扱いについて 

 当施設では、個人情報の重要性を認識し、取り扱いには細心の注意を払います。 

 

当施設での個人情報の取り扱いは以下の通りとなっています。 

（1）個人情報の利用目的 

当施設では、ご利用者及び契約者等からいただいた個人情報は以下の場合に限り利

用し、目的以外に利用することはありません。 

① 当施設が何らかの理由で、ご利用者及び契約者等にご連絡を取る必要性が生じ

た場合 

② 当施設の介護サービスの質の向上、職員の研修等のために事例検討を行う場合

（この場合、ご利用者及び契約者が特定されることはありません） 

③ 催事日程のほか、ご案内をお送りする場合 

④ 事故等の発生時において行政へ報告する場合 

⑤ 病状の急変等に受診が必要となった際に医師等へ情報提供する場合 

（2）個人情報の保存 

ご利用者及び契約者等からいただいた個人情報は細心の注意をもって取り扱い、厳

重に保管します。 

（3）個人情報の提供・開示 

ご利用者及び契約者からいただいた個人情報は、以下の場合を除き第三者に提供又

は開示することはありません。 

① ご利用者及び契約者等の同意があった場合 

② 法令に基づき、公的機関から開示を求められた場合 

③ 緊急で病院受診を行い、医師等から説明を求められた場合 

 

18．身体拘束廃止について 

 当施設では、介護保険法指定施設運営基準に基づき、ご利用者又は他のご利用者等の

生命・身体を保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他ご利用者の

行動を制限する行為（以下「身体拘束等」という。）を行うことはしません。又、身

体拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際のご利用者の心身の状況並びに

緊急やむを得ない理由を記録するとともに、契約者等の同意を得ます。 
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19．看取り介護について 

（1）施設サービスを利用するうえで、医師が医学的知見に基づき、回復の見込みがな

いと判断したご利用者について、医師並びに事業者及びサービス従事者が共同で、

随時ご利用者及び契約者等に対して説明を行い、同意のうえ、その人らしさを尊重

した看取り介護を行います。尚、ご利用者が十分に判断をできる状態になく、且つ

契約者等に連絡がつかない場合、又は契約者等の対応が困難な場合でも、医師並び

に事業者及びサービス従事者が随時（週 1 回以上）ご利用者に対する看取り介護に

ついて相談し、共同して看取り介護を行うものとします。又、原則として定期的に

ご家族等に連絡を取り、可能な限り契約者等の意思を確認しながら、看取り介護を

進めるものとします。 

（2）前項について、事業者は介護記録に相談日時や内容を記載するものとします。又、

医師等から情報の提供を求められた場合は、ご利用者及び契約者等の同意のうえ必

要な情報を提供するものとします。 

（3）厚生労働大臣が定める期間において、契約者等は厚生労働大臣の定める料金体系

（別紙参照）に基づいた所定のサービス利用料金から介護保険給付額を差し引いた

差額分（自己負担分）を事業者に支払うものとします。尚、料金は死亡月にまとめ

て算定することから、施設サービスを利用していない月についても自己負担分を支

払う場合があります。 

 

20．緊急連絡先について 

 緊急連絡先を変更される場合（一時的においても）は、必ず事前にご連絡ください。 

 

 

21．重要事項の変更について 

重要事項説明書に記載した内容に変更が生じる場合、又は変更されることが予測され

る場合には、ご利用者及び契約者等に対し、文書を発行し口頭で説明又は郵送にて通

知したうえで、同意を得るものとします。 
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指定介護老人福祉施設サービスの内容について、本書面に基づき重要事項の説明を行い

ました。 

 

令和  年  月  日 

事業者     住  所 滋賀県大津市石山千町 276-1 

                事業者名 社会福祉法人 滋賀同仁会 

                     特別養護老人ホーム千寿の郷 
 

                説明者                 印   

 

                住  所 滋賀県大津市石山千町 276-1 

                事業者名 社会福祉法人 滋賀同仁会 
 

                代表者名 施設長 八田 和也      印   

 

本書面に基づいて施設から重要事項の説明を受けました。 

令和  年  月  日 

 

       本人       住 所                     

 

 

                氏 名                 印   

ご利用者は署名ができないため、本人の意思を確認のうえ、私が利用者に代わってその

署名を代行します。 

 

      署名代行者     住 所                     

 

 

                氏 名            印（続柄   ） 

 

私は、以上の重要事項の内容を貴施設から説明を受け、契約者(身元引受人)の責任につ

いて理解しました。 

 

       契 約 者          住 所                     

(身元引受人)  

                氏 名             印（続柄   ） 
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      成年後見人等    住 所                      

 

                氏 名              印（続柄   ） 

 

この重要事項説明書を証するため、本書 2 通を作成し、事業者及びご利用者又は署名代

行者、契約者、(身元引受人、又は成年後見人）が記名押印し、それぞれ 1 通を保有す

るものとします。 


